
― 53 ―

213

1 ．政策移転の新しい形態
　初等教育における「教育の輸出」は2010年頃か
ら盛んになった事象である（Hayashi 2019）。そ
の特徴は、国際比較が政治的・商業的なツールと
して利用されることである。例えば、フィンラン
ドは「教育の輸出」国家戦略において、経済協力
開発機構（OECD）の生徒の学習到達度調査

（PISA）を用いて自国の優位性を以下のように説
明している。

　 フィンランドの教育制度は国際的に競争力があ
ります。それはまた世界で優れた評判を持って
います。OECD の PISA レビューでフィンラン
ドの生徒が得た成績は世界中でフィンランドの
教育に対する大きな需要を生み出しました。

（Ministry of Education and Culture 2010）

　日本型教育の海外展開を推進する EDU-Port
ニッポンの紹介ビデオでも、日本の教育の優位性
を国際アセスメントに言及して説明している。

　 日本の生徒はまた、国際アセスメントで世界の
平均よりもかなり高いスコアを達成していま
す。1

　比較教育学は様々な国や地域における教育の差
異や共通点に着目し、制度や実践の特徴を分析す

ることで自国への示唆を得ようとする領域として
成立してきた（Bray & Murray 1995）。「比較教
育学の父」と称されるマーク＝アントワーヌ・ジ
ュリエンは、客観的な比較が教育研究を政治的な
影響力や偏見などから解き放つと考えた（Kaloy-
iannaki & Kazamias 2002）。しかし大規模国際ア
セスメントや費用効果分析の手法が一般に広まっ
たことにより、比較研究が誤解や混乱を生む皮肉
な状況が見られる。
　大規模国際アセスメントは比較教育学のパラド
ックスを特徴的に現している。すなわち、比較す
るには共通指標を設定する必要があるが、その存
在が各国の教育を「同質化（isomorphism）」す
る圧力を生んでいる（Wiseman, Pilton & Lowe 
2010）。国際機関等を通じた「ソフト・パワー」
によるガバナンスを通じて各国の政策が収斂して
いくという懸念である（Jakobi & Martens 2010）。
近年、各国の教育政策がパッケージ化され、画一
的になり、パターン化していると指摘されている

（Sahlberg 2011; Steiner-Khamsi 2003）。
　他方で、国際比較の成果は経済的価値を持つこ
とから、グローバル教育政策市場（林 2016）に
おいて比較優位の原理（Richard 1817）が働き、
自国の教育文化のアイデンティティ（Ethnie）

（Smith 1986, Mallinson 1975）の模索を促すこと
で各国に特色化を促す側面がある。これに拍車を
かけているのが国内アクターの海外展開を戦略的
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に推進する「教育の輸出」政策である。「教育の
輸出」では、国際比較における優位性を広告材料
として用いながら、自国の教育の特徴を定義し、
複数の施策をパッケージにして外国に売り込んで
いる。これにより、各国の教育政策には収斂と拡
散という、相反する潮流が同時に進行していると
言える。
　比較教育学はこれまで、ある国の政策が他国に
転移することを「政策移転」（policy transfer）や

「政策借用」（policy lending/borrowing）という
概念で議論してきた（Mazon 2018a, 2018b, Phil-
lips & Ochs 2003）。政策移転には多様な概念が
含まれるが、Phillips & Ochs（2004）は連続的な
配置で整理している（図 1 ）。左端の 1 「強制さ
れた」移転は第二次世界大戦後のソヴィエト圏や
植民地に見られる。 2 はドイツや日本のような占
領下の事例を指している。 3 の「制約下において
交渉される」移転は世界銀行や国際開発機関との
間で、何らかの開発支援と引き換えに政策移転を
受け入れる事例である。 4 は受け入れ側が目的を
もって政策を借用することで、 5 はより一般的な
影響により、例えばペスタロッチやデューイ、ピ
アジェの思想を受け入れたり、教育のグローバル
化に対応したりする事例を指す（Phillips 2009）。
　Phillips & Ochs の図は2004年のものだが、こ
の後に進展した「教育の輸出」の状況を鑑みると、
政策移転は市場的側面を持つようになり、形式的
には対等な合意や契約によって行われるようにな
った。そのため、占領地や植民地、敗戦国の状況、
二国間・多国間の開発支援のような制約下の交渉、
あるいは意図的な政策のコピーとも異なる。この
点で、「教育の輸出」は Phillips & Ochs の図のス

ペクトラム上に布置できない新しい現象として捉
えられる。
　Cowen（2006）は政策移転を移転（transfer）、
トランスレーション（translation）、トランスフ
ォーメーション（transformation）の 3 段階に分
けている。トランスフォーメーションの段階では、
初期のトランスレーションが土着化（indigenisa-
tion）したり、逆に淘汰され絶滅したりする段階
と位置付けられ、いわばこの段階が政策移転の結
末である。同様に、Phillips & Ochs（2003）でも、
土着化を政策移転の内化プロセスとして位置付け、
既存の制度と借用された制度との間で「再文脈
化」（re-contextualisation）される段階だとして
いる。一方、「教育の輸出」においては、輸出側
は一度限りの技術移転ではなく、継続的な収益を
求める傾向があることから、優位性を保持するた
めに絶滅しない程度に輸入側における土着化を阻
害し続けなければならない。すなわち、トランス
フォーメーションを起こさせないことが「教育の
輸出」の目指すところになり、この意味で従来の
政策移転の議論とは最終形態が異なっている。
　本稿では、リベリアにおける公立学校のアウト
ソーシングを事例に、「教育の輸出」現象によっ
て現地の教育文化への土着化も絶滅も起こらない、
あるいは起こさない、特異な政策移転が起こって
いることを明らかにし、比較教育学の新しい課題
を分析する。

2 ．リベリアにおけるPSL の事例
（1）設立の経緯
　リベリアの教育大臣ジョージ・ワーナー

（George K. Werner）は2016年 1 月に、この国の

図 1　教育移転のスペクトラム
（Phillips & Ochs 2004）
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幼 稚 園 と 小 学 校 全 体 を Bridge International 
Academies（BIA）にアウトソースすると発表し
た。ワーナーは自身を「システム起業家」と形容
する改革主義者だったが、内戦とエボラ危機によ
る壊滅的な状況でできることは限られていた。約
90万人の子どもに対して4,400万米ドルという予
算の制約があり、そのうち約78％が教員給与に消
えるうえ（Ministry of Education 2017）、その給
与は実際には働いていない「幽霊教員」にも支払
われていたため、学校教育の質は危機的だった。
AllAfrica 紙が入手した教育省と BIA との覚書で
は、同年 9 月に最初の50校で実験を開始し、2017
年 4 月以降は BIA のパフォーマンスを見ながら
段階的にアウトソースを進め、最終的に 5 年間で
すべての幼稚園と小学校を外部委託契約に切り替
えることを計画していた2。
　BIA は米国の営利組織で、アンドロイド携帯
を使って規格化された授業を提供している。ケニ
アとウガンダでは生徒一人当たり月約 6 米ドルを
教材使用料として徴収しており、貧困地域での教
育ビジネスに対して保護者らから批判が上がって
いる。BIA の設立者は米国の学校に成績管理プ
ラットホームを提供する技術系企業の創業者ジェ
イ・キンメルマンであり3、出資者にはビル・ゲ
イツ（Microsoft 創業者）、マーク・ザッカーバー
グ（Facebook 創業者）、ピエール・オミダイア

（eBay 創業者）らが名を連ねる。BIA は貧困国
での低コスト私立学校運営を研究するニューカッ
スル大学のジェイムズ・トゥーリー教授の助言を
受けて学校ビジネスを展開してきた（Ball 2013）。
　Daily Observer 紙は、ワーナーはアメリカの
チャータースクールをモデルにしていると論じて
いる4。しかし、ワーナー自身は直接の動機とし
て、2015年末にウガンダで BIA が運営する 5 つ
の学校を訪問し、感銘を受けたことだと述べてい
る（Gbilia et. al. 2017）。
　ワーナーのアイデアは公教育の民営化実験とし
て内外のメディアに盛んに取り上げられた。また、
国連特別報告者や現地の教員組合などからはリベ
リアの法的・道徳的義務を犯しており、教育権を
侵害しているという批判を受けた5。ワーナーは
これらの批判を受けて、BIA 以外のアクターも
加えた複数の学校運営者と契約する計画に変更し
た。教育省は 9 月に Partnership Schools for Li-
beria（PSL）を正式に立ち上げた。

（2）PSL の目的と仕組み
　PSL の目的は 3 つあった。第一に、非国家の
運営者を選択・委託・契約し、94の公立小学校を
運営させ、読解と算数においてより高い学習成果
を導くこと。第二に、教育省が PSL の学校を委
託し、規制し、質を保障する役割を効果的に担う
能力を築くこと。第三に、PSL 学校の成果（質、
費用効果、公平）を伝統的な公立校との比較によ
って測り、厳格な外部評価を実施することである

（Ministry of Education 2017）。
　教育省は、児童一人当たり年間約100米ドルの
予算を補助する条件で PSL 校運営者を公募した。
リベリアの公立小学校のコストは児童一人当たり
年間約50米ドルで、PSL 校についてはこれに50
米ドルを付加する構造になっている。補助上限は
学年当たり3,250米ドル（65人分）と設定された。
リベリアでは幼児教育は授業料の徴収が認められ
ており、小学校は無料となっているが、実態とし
ては幼児教育では年間約38米ドルを、小学校でも
約 8 米ドルの費用を家庭が負担している。
　PSL 校は既存の公立校を転換する形で設置さ
れたが、学校施設は引き続き政府の所有とし、教
員は公務員の地位が維持された。PSL 校では授
業料の徴収や児童の選抜は認められなかったが、
運営者は外部資金を自由に充てることができた。
教育省は PSL の予算として、 3 年間で1,500万米
ドルを措置した。
　BIA は特別な扱いを受けた。BIA は公募前に
予め委託先として決定しており、PSL とほぼ同
様の枠組みながら、Bridge Partnership School

（BPS）として個別契約を結んだ。BPS 契約では
学年あたり55人を上限とし、学校当たりの最低支
払額が12,500米ドルに設定された。また、BIA は
成績の悪い教員と児童を他の公立校に転出させる
ことが許された（Romero, Sandefur & Sandholtz 
2017）。
　PSL 校運営者の審査にあたって、教育省はイ
ギリスを拠点とする国際チャリティ組織の Ark 
Education Partnerships Group（EPG） に 政 策
的・技術的な助言を依頼した。Ark（Absolute 
Return for Kids）はヘッジファンドのマネージ
ャーらによって、金融業界で培ったスキルとリソ
ースを教育に活かす目的で2002年に立てられた団
体である（Ball & Junemann 2012）。Ark のスポ
ンサーにはメリルリンチ、ボストンコンサルティ
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ング、モルガンスタンレーなどの金融・コンサル
ティング業者が名を連ねるが、アメリカ合衆国国
際 開 発 庁（USAID） や、BIA に も 出 資 す る
Omidyar Network、Rising Academy に出資する
UBS Optimus Foundation などが含まれる。Ark
はイギリスで35校、インドで 1 校の低所得世帯向
けの学校を運営している。今回リベリア教育省か
ら審査を請け負った EPG は Ark 傘下の国際支援
組織である（Ark, 2017a, 2017b）。EPG はリベリ
アでの役割を以下のように書いている。

　私たちの役割
　 2016年 1 月にリベリア政府から PSL を立ち上

げるために EPG に支援を要請したいという依
頼が公式にありました。私たちはプログラムデ
ザインの全体像から学校の質保証や財政のため
の契約の結び方に至るまで、プロジェクトのす
べての側面で政策的・技術的な助言を継続して
提供しています。政府の能力が限られているた
め、EPG は学校の委託やモニタリングを含む
プログラムの運用においても大きな役割を担っ
ています。私たちは PSL プログラムが学習成
果と公正さに与えるインパクトを算出するため
の厳格な評価の委託も政府に代わって管理して
います6。

（3）PSL 校運営者の選定
　PSL 校運営者には 7 団体から応募があり、こ
のうちリベリアを拠点に活動する団体は 2 団体だ
った。そして、この 2 団体は PSL 開始前にトラ
ブルに見舞われることになる。Liberian Youth 
Network らが委託された学校では、教員給与が
少なく計上されていたことが発覚し、PSL 校と
して適正な人数の教員を配置するには追加の経費
が必要なことが判明した。また、Stella Maris が
委託された学校では教育省から提供された資料で
生徒数が少なく見積もられていたことから、教科
書や教材、机や椅子などが不足し、環境整備が事
業開始に間に合わない状況になった。これにより、
財政基盤が弱い Stella Maris はプログラムから離
脱せざるを得なくなった7。
　国外からの運営者には、例えばオメガ・スクー
ル・フランチャイズ株式会社（Omega Schools 
Franchises Ltd.）がある。オメガ・スクールはガ
ーナで私立学校チェーンを運営する民間企業で、

Pearson Aff ordable Fund とトゥーリー教授が出
資してイギリスで登記されている。オメガ・スク
ールはガーナ出身のケン・ドンコー氏とリサ・ド
ンコー氏、そしてトゥーリー教授がパートナーと
なって2009年に起業した。ケン・ドンコー氏は社
会起業家で、オメガ・スクールの起業前にはオッ
クスファム（Oxfam）や USAID で国際開発に携
わり、トゥーリー教授の下で経営学を学んだ。オ
メガ・スクールはガーナで小中学校38校を運営し、
2 万人以上の児童生徒を抱える。
　オメガ・スクールは「Pay-As-You-Learn モ
デル」を特徴とする。このモデルは、学費を日割
りで支払う「一日券」制度と独自の教材、定期的
なアセスメント、そして学習成果の記録によって
構成される。生活資金に余裕のない貧困層はまと
まった学費を支払うことが難しいため、約65米セ
ント相当の「一日券」を用意し、支払った日だけ
授業が受けられるようにしている。「一日券」に
は授業、給食、教材、制服、アセスメントなどの
費用が含まれている。この「一日券」制度を可能
にするために、授業は規格化され、学習成果を測
るアセスメントが実施されている8。
　オメガ・スクールはリベリアで PSL 学校を19
校運営しており、リベリア教育省から生徒一人当
たり約100米ドルを受け取っているが、運営に係
るコストは一人当たり約76米ドルに抑え、差額の
約24米ドルが収益となっている。

（4）PSL の外部評価
　プログラムの効果測定は Center for Global De-
velopment（CGD）に 3 年計画で委託された。
CGD は Innovations for Poverty Action（IPA）
によって収集されたデータをもとに、ランダム化
比較試験による分析を行い、結果を2017年 9 月に
公表した。調査では PSL 校の児童は他の公立校
の児童に比べて英語で56％、算数で66％の成績向
上が見られたが、他の投資プログラムに比べて費
用対効果は低いことが示された。費用対効果につ
いては PSL 校が他の公立校に比べて倍近い予算
が配分されていることに加えて、すべての学校運
営者が初期費用として持ち出しで投資しているこ
とによる。例えば、BIA は政府の予算に追加し
て児童一人当たり663米ドルを投じている（Rome-
ro, Sandefur and Sandholtz 2017）。
　しかしながら、この分析には Klees（2017）か
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ら妥当性に疑義が呈されている。疑義の内容は、
PSL 校の児童は公立校の児童に比べて当初から
成績が良かった可能性があること、また CGD の
分析ではテストスコアにウェイトがかけられてお
り、手続きに不可解な点があることであった。通
常のランダム化比較試験の手続きおよびローデー
タを用いて PSL の成績向上へのインパクトを再
評価すると、英語では28％、算数では41％と低く
なる。加えて、PSL 開始前後の比較では、PSL
校と公立校の正答数の増加率は英語で2.2％、算
数で3.0％しか差がなかったとしている。これら
の指摘は、確かに PSL 校では成績が向上したが、
PSL によるインパクトは CGD の見積りよりもは
るかに小さいのではないかという疑念を抱かせる。
　上記とは別に、教員組合の国際組織である Ed-
ucation International（EI）も官民連携の効果を
検証する独自の調査を企画していた。EI は文献
レビューを行ったうえで、2017年に PSL 校10校
と近隣の公立校10校を対象に、児童、保護者、教
師と地域のリーダーたちへのインタビューを行い、
質的調査としてまとめる計画になっていた（Hook 
2017）。しかし、EI に調査を委託されたウィスコ
ンシン大学のチームが調査に出発しようとするタ
イミングでリベリア政府が研究補助を打ち切り、
PSL 校へのアクセスを許可しなかった。その理
由は明示されていないが、現地調査前に公表され
た EI による批判的レビューが何らかの意思決定
に反映されたとみられる。これに対して、世界の
著名な教育学者ら32名がワーナーに対して公開書
簡（An Open Letter to George Werner, Minister 
of Education, Liberia）を送った。書簡では、EI
の調査が CGD による評価を補完する重要な役割
を持っており、PSL の正当な評価に欠かせない
ものであることが主張された。また、ウガンダに
おいて BIA が独立した研究を妨害し、外部評価
を受け付けていないことなどの問題を指摘し、リ
ベリア教育省がこのような「悪習」（poor prac-
tice）を真似するのではないかという危惧が示さ
れた。この上で、PSL を拡大する前に研究の透
明性を確保し、外部評価をよく検討する必要があ
ることを訴えた9。また、リベリア教員組合とそ
の関連団体は教育省がこれらの調査結果を待たず
に PSL 校を202校に拡大しようとしていることに
ついて反対する声明を出した10。
　教育省はこれらの批判にも関わらず、2017年 9

月から PSL の後継プログラム Liberia Education 
Advancement Program（LEAP）を開始し、対
象校を194校に拡大している11。

3 ．考察
　以下では、PSL に関わるアクター、土着化の
阻害とリベリア教育省の主体性、そしてリープフ
ロッグ現象について整理することを通して、この
事例が「政策移転」枠組みの拡張を求めることを
示す。

（1）PSL に関わるアクターの重複
　PSL の 3 つの目的ごとにアクターを整理する
と表 1 のようになる。
　いくつかの出資団体は複数の PSL 校運営者に
出資している。英米の団体が特に目立つ。また、
PSL 校の選定に関わる Ark 自身が出資している
団体もある。PSL 校の選定や評価は利害関係を
生むため、これらに関わる団体の出資者が重複し
ていることは公平性の観点から問題をはらんでい
る。
　特筆すべきは、太字にしている団体に見るよう
に、PSL 校運営者の審査・選定プロセスにも、
PSL 校運営者にも、効果の外部評価者にも、共
通の支援者が存在することである。この整理から、
BIA のみにアウトソースするアイデアは内外か
らの批判を受けて修正されたものの、実質的には
教育省業務を含めて全面的にアウトソースしてい
る実態が明らかになった。

（2）土着化の阻害と教育省の主体性
　オメガ・スクールの事例について、Hayashi

（2019）は Cowen（2006）の政策移転モデルを援
用し、その特徴を indigenisation（土着化）の阻
害に見出している。すなわち、政策移転過程のう
ち、トランスフォーメーション段階における土着
化プロセスにおいて、オメガ・スクールはブラン
ド維持のために品質管理者を置き、規格化された
授業からの逸脱を許さないようにしていた。
　Hayashi（2019）の分析はオメガ・スクールの
みを扱ったものだが、ここでは PSL の 3 つの目
的を手掛かりに、PSL 全体に当てはめて考えたい。
　まず、PSL の目的の筆頭である、非国家の学
校運営者に外部委託し成績を向上させるという点
について検討する。先述の通り、BIA を含む学
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校運営者 7 団体のうちリベリアを拠点にするのは
1 団体のみである。このうち BIA とオメガ・ス
クールについてはオンラインで教材を提供し、教
員用の指導手引きも教材に対応している。BIA
はリベリアにおいても、規格化された教え方にそ
ぐわない教員を他の学校に大量に転出させている。
オメガ・スクールは教材開発をガーナで一括して
行っている。これはアメリカのエジソン・スクー
ル等から得たアイデアである12。オメガ・スクー
ルは PSL 校においてもこの教材を用いているた
め、リベリアでも規格化された教え方に従って授
業をするように教員を統制している。
　ワーナーは BIA の成果レポートである Gbilia

（2017）に冒頭言を寄せ、「私は全国のすべての地
区の公立学校をトランスフォームし、すべての子
どもに機会を提供するビジョンを持っていた」

（p.3）と述べていた。しかし、PSL の目的には公
立校へのノウハウの移転は明記されず、移転を意
図した施策も確認できない。加えて、PSL 校運
営者からはリベリアでの土着化が阻害されている
実態がある。
　第二の目的である教育省の能力開発については、
実質的に Ark がすべてを担っていると言える。
Ark はウェブサイトで「政府の能力が限られて
いるため、EPG は学校の委託やモニタリングを

含むプログラムの運用においても大きな役割を担
っています」13と明記している。
　教育省は PSL のウェブページにおいて、「PSL
校は教育省によって定期的にモニターする」14と
しているが、モニター機能の不全は2018年に発覚
した More than Me の性的暴行隠蔽事件への対応
にその一端が現れている。
　More than Me はアメリカ人女性ケイティ・メ
イラーが運営するチャリティ組織で、当初は女子
に対する奨学金事業などを行っていたが、2013年
に More than Me Academy（MTM Academy）
を設立し学校事業に進出した。現在ではリベリア
で PSL 校18校を運営している。
　MTM Academy では、2014年に現地の管理者
を務めていたマッキントッシュ・ジョンソンが女
子生徒たちに恒常的に性的暴行を行っていたこと
が発覚した。ジョンソンはメイラーの元恋人で、
奨学金受給生徒のリクルートを一手に引き受けて
いた。学校内の多くの職員が暴行のことを知って
いたが、ジョンソンに職を追われることを危惧し
て問題にされなかった。最初に声を上げたのは学
校看護師で、この告発がきっかけとなって警察の
捜査が始まり、ジョンソンは拘留されることにな
った。そして、結審前の2016年にジョンソンは
HIV で獄中死した。しかし、審問の時期にエボ

出典：Brac in Liberia （2018）, Brac （2015）, Omega Schools Franchise Limited （n.d.）, Street Child （2017）, Romero, 
Sandefur, Sandholtz （2017）、各団体ウェブサイトより筆者作成

表 1　PSL におけるアクターと特徴的な支援者

Department for International Development (UK), 

Pearson Affordable Learning Fund (Pearson Education), , DFID

UKAID, UN

Microsoft, 

CDG, 
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ラ危機による社会的混乱があったことから、この
事件は大きく扱われなかった。
　この件を受けて、MTM では虐待に対する「ゼ
ロ・トレランス」ポリシーを作り、対策を強化し
たと主張している。しかし、2016年11月には別の
職員が生徒に対する性的暴行容疑で捕まっていた
という噂が広まり、地元メディアは MTM とメ
イラーが「システマティックに性的虐待を助長し
ている」と告発した。ProPublica 紙と TIME 紙
は関係者へのインタビューを入念に行い、2018年
10月に一連の事件の真相を報じた15。この報道は
MTM に対する大規模な抗議運動を起こし、メイ
ラーは MTM の CEO から一時的に退任すること
になり16、ジョンソン事件の再審が決定した17。
　この経緯の中で、教育省は PSL の管理者とし
て機能しなかった。MTM が PSL の運営者に指
定される際には、すでにジョンソンの事件は発覚
していたし、別の職員が事件を起こしたのは
PSL に指定するタイミングでのことである。ま
た、MTM は事件の噂が広まった後にも PSL 校
を拡大している（Ministry of Education n. d.）。
さらに、2018年の真相報道以降も教育省は PSL

（LEAP）校の指定解除等の行動を一切取ってい
ない。調査を担当するジェンダー相はメイラーが
一時的に CEO から退任している間、MTM から
給与を支払わないように要請しているが、リベリ
アとアメリカの法律でその権限があるか定かでな
いとしている。また、再審には学校理事への聞き
取りが必要だが、彼らは全員アメリカ在住のため、
招聘できないのではないかという懸念が上がって
いる18。
　Ark が「プロジェクトのすべての側面で政策
的・技術的な助言を継続して提供しています」19

と宣伝するならば、上記の事態に対して Ark が
教育省を前面に立てて PSL 校選定プロセスを検
証すべきだが、これまでのところそのような動き
は見られない。PSL 校選定プロセスでは Ark に
依存していたため、教育省の役割が不明瞭になっ
ている。
　第三の目的である外部評価についても、調査の
設計は Ark、データ収集は IPA、分析は CGD と、
各段階で外部の団体に委託されている。CGD に
よるレポートでは謝辞として教育省や各地区の役
人がデータ収集に協力したとされているが、本文
に彼らの貢献の形跡は見られないし、リベリア側

に何らかのスキルの移転があった様子もうかがえ
ない。加えて、外部評価が公表される前に PSL

（LEAP）の拡大を決定している事実を見ても、
厳正な外部評価を政策決定に活かす意志は見られ
ない。教育学者らの公開書簡が懸念するように、
EI による質的調査を妨害するなど、外部評価を
恣意的に用いているため、独立した客観的な評価
ができていない。
　このように、学校運営者、政策的・技術的助言
者、評価者のいずれにおいても、受託者側による
リベリアへの技術移転の意図は認められない。こ
のことから、学校運営者のみならず PSL 全体と
して土着化を求めておらず、トランスフォーメー
ションを最終形態と見做していないことが明らか
である。

（3）リープフロッグ現象
　仮にアウトソーシングが成功した場合、リベリ
アの一部地域は学校教育のリープフロッグ現象を
経験することになる。リベリアの就学率は2016年
時点で36.8％であり20、明らかに量的拡大のニー
ズが高い。欧州で60年代に量的拡大のフェーズを
経験した際には、Gillette（1979）が「more is 
better」と単純化するように教育政策の焦点はよ
り多くの人に教育の機会を提供することにあり、
教育改革は直線的な発展を想定していた。欧州で
はその後、質的拡充へと政策の焦点が移ると、カ
リキュラムや教材の標準化やアセスメント開発が
行われるようになった（Vedder 1994）。
　しかしながら、リベリアでは量的拡大のフェー
ズにありながら、標準化されたアセスメントを用
いて教育の質を測ろうとしている。PSL では Ball

（1994）が教育制度内の 4 つの「必須回路」、ある
いは教育の「メッセージ・システム」と呼ぶ、カ
リキュラム、アセスメント、ペダゴジー、組織の
すべてがアウトソースされている。ワーナーは良
質な学校教育を国外のアクターから「買う」こと
によって、量的拡大の段階をスキップしようとし
ている。量的拡大の公立校と質的拡充の PSL 校
のフェーズでは、それぞれニーズが異なるため、
この二者間の移転が困難になっている。

4 ．比較教育学への示唆と課題
　最後に、比較教育学が用いてきた政策移転の概
念を再考する。本稿では、リベリアの事例がトラ



― 60 ―

「教育学研究」第86巻　第 2 号　2019年 6 月220

ンスフォーメーションの段階を持たない新しい形
の政策移転を現していると指摘した。
　しかし、「教育の輸出」において「パッケージ
化された学校」を購入するという政策は移転可能
性がある。たとえば、ワーナーがウガンダの
BIA を視察して学校のアウトソースという手法
を取り入れたのと同様に、隣国などが学校教育を
アウトソースするというアイデアを移転すること
が考えられる。この場合、輸入側が契約の枠組み
などを修正し、地域の実情やニーズに応じて「再
文脈化」することで、アウトソース政策を土着化
できる。このように考えると、政策移転を複層的
に分析する可能性が示唆される。政策移転の市場
が形成されるようになった現在、「政策を買う」
という事象を分析するための枠組みを構築し精緻
化する必要があろう。
　第二に、土着化なき政策移転は地元に何を残す
のか、あるいは奪うのか、という視点から考えた
い。リベリア政府は国民総所得の177％を国外か
らの開発援助やローンによって賄っている（Min-
istry of Education 2017）。つまり、一筋の流れと
しては、米国から USAID を通じて直接的に、あ
るいは世界銀行を通じて間接的にリベリア政府に
資金が入り、それを PSL 校に配分し、収益が米
国拠点の団体に移転するという還流が見られる。
リベリアにはローンの残高だけでなく、様々な形
の「借り」が残る。表 1 に示した通り、PSL 校
の多くは海外資本によって運営されていて、児童
一人当たり約100米ドルという資金から生み出さ
れる利益は国外に移転される。
　政策移転のプロセスについて、Phillips & Ochs

（2003）は土着化・内化が次の政策移転の動機を
喚起する円環的モデルを提示している、しかし、
ある日リベリアから BIA が撤退した場合、パッ
ケージ化された政策はそっくり消えてなくなるの
か、あるいは置き去りにされて残るのだろうか。
その場合、輸入国側の政策発展のフェーズはどこ
に着地するのか。PSL のすべてのプロセスに関
わる Ark は、ヘッジファンドのノウハウを使っ
てプロジェクトの支援を行い、「イグジット」戦
略を明確にすることをうたっている。投資として
利益を出すためには適切なタイミングで事業を売
却し、資金を回収する必要があり、「イグジット」
戦略とは資金回収を前提に出資することを指す。
これらの受託者が撤退した場合、リベリアの将来

世代には何が残されるのか。これは「パッケージ
化された学校」を購入するという「教育の輸出」
政策で一般的に行われる取引きの教育的、倫理的
な課題として指摘できる。
　第三に、リープフロッグ現象によって断絶した

「文脈」をどのように分析するかという点である。
　政策移転では、移入国、移出国ともに文脈があ
り、その相互関係によって教育の実態が変容する
と考えられてきた。しかし、リベリアの事例に見
るように、民間に外注することによって、相互浸
潤が統制・阻害されている。
　また一方で、表 1 に見るように、アクター間関
係は複雑に入り交じり、輸入側、輸出側が明確に
区別できない状況になっている。学校教育はこれ
まで、国民国家を築く上で重要な役割を果たして
きた（Green 1997）。比較教育学はその過程で、
他者の政策や実践から示唆を導き、教育発展に貢
献してきた。そのため、政策移転に対する問いは、

「外国の事例がどのように輸入され、飼いならさ
れるのか（domesticated）」（Noah & Eckstein 
1969, p21）という課題を焦点にしてきた。一方
で断絶し、一方で複雑に入り交じる関係をどのよ
うに分析するか、再考する必要がある。
　リベリアの事例は先鋭的でかなり特殊なため、
一般化には限界がある。しかし、ある国が他国に
教育政策を売る「教育の輸出」では、商業的価値
を維持するために「土着化」を阻害するという特
徴が共通している。その場合、冒頭にあげたフィ
ンランドや日本のように、PISA で好成績を挙げ
ていることを広告に用い、その「秘訣」をばら売
りすることは、輸入国の教育の発展に資するのだ
ろうか。リベリアの事例はアメリカ・イギリスと
リベリアという発展に極端な差があるがゆえに起
きている事態なのだろうか。それとも、いかなる

「教育の輸出」も移転されないのだろうか。これ
らの問いについて、各国の教育発展を追いながら
さらに検証していきたい。
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more-than-me-rape-case-reopened/. （2019
年 1 月28日確認）

19 Ibid. 13.



― 62 ―

「教育学研究」第86巻　第 2 号　2019年 6 月222

20 The World Bank, World Development Indi-
cators より取得。（2019年 1 月28日確認）
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Rethinking Policy Transfer in Comparative Education: 
The Case of Partnership Schools for Liberia

HAYASHI Kampei  (Shinshu University, Uppsala University)

With the emergence and growth of the 
practice of education export and import, compar-
ative education is facing a new phenomenon. 
Conventionally, comparativists have discussed is-
sues using the concepts of ‘policy transfer’ and 
‘policy lending/borrowing’. Cowen (2006) divides 
policy transfer into three stages: transfer, trans-
lation, and transformation. Policy transfer in edu-
cation has led ultimately to transformation, 
where the original translation becomes indige-
nous or, conversely, extinct. However, in the 
case of education export and import, policy 
transformation is inherently avoided, mainly to 
maintain the superiority of the export side and 
thus secure profi t from the trade.

This new phenomenon is illustrated in this 
paper through the case of the business of the 
Partnership Schools for Liberia (PSL). PSL is an 
attempt to outsource governmental preschools 
and primary schools to non-state actors, includ-
ing for-profi t organizations, who are mostly for-
eign-based. PSL’s aim is to ‘1) select, commis-
sion, and contract non-state operators to run 94 
public primary schools, leading to higher learn-
ing outcomes in literacy and numeracy; 2) build 
the capacity of the Ministry of Education to ef-
fectively play the role of commission, regulator, 
and quality assurer to PSL schools, and 3) con-
duct a rigorous external evaluation to measure 
the performance (quality, cost-eff ectiveness, eq-
uity) of PSL schools in comparison with tradi-
tional public schools’ (Ministry of Education 
2017). 

Three issues are raised through this case. 
First, to secure fairness, PSL schools are out-
sourced to several organizations; however, the 

reality is that the actors’ monetary fl ow and per-
sonal relationships are overlapped and interrelat-
ed. Second, the Liberian government outsources 
all three areas of PSL’s aims to foreign organiza-
tions, which creates structural diffi  culties for in-
digenisation in the local context. Despite the Ed-
ucation Minister’s ‘vision for transformational 
public schools in every district across the coun-
try, providing access to every child’, PSL con-
tractors have the power to intentionally control 
the degree of indigenisation. Third, by outsourc-
ing to various actors whose countries have 
achieved far more advanced technologies and 
methodologies in education, certain area of Libe-
ria experience the leapfrog phenomenon. In the 
ordinary development process, Liberia is clearly 
in the phase of quantitative expansion. However, 
by ‘buying’ a ‘school-in-a-box’ product and car-
rying out external evaluations based on student 
performance, PSL schools skip the phase of 
quantitative expansion and move directly to 
quality evaluation. This is a unique case.

Finally, by rethinking and refl ecting on the 
framework of comparative education theory, the 
case of Liberia can be defi ned as a new type of 
policy transfer that lacks the transformation 
phase. It is a challenge for comparative educa-
tion to refi ne and develop a framework to ana-
lyse cases in education export/import, where a 
country adopts the policy of ‘buying’ a ‘school-
in-a-box’.
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Schools for Liberia (PSL) / Global Education Poli-
cy Market


